


























































































































































































































































2. 飯尾（1993) p p 227-228。
3. Stigler (1971）。
4. この部分は，書評論文である真淵（1998) p 169による要約を参考にした。
5. この他同論文では，経済成長率の低下に伴う資金需要の減少や，国債の大量発行（これは
金融・証券の垣根の引き下げ要因としてあげられている）などの環境変化をあげている。
6. ローゼンブルース（1993) p p 81-82。
7. 向上pp 80-81。
8. 真樹lj(1998) p 171。
9.橋本．中川（2000) p 12。




12.伊丹（1992) p p 200・201。








17. 同上書， p p20・210
18.向上書， p 1420 
19. 臨調の会合でも，会長自身が，公社制による予算や人員配置の制約が技術革新への対応を












25. グローパル化と規制緩和が相互促進的なことは，橋本・中川（2000) p 14においても指摘
されている。
26. 大山（1993）。
27.建林（1991) p p 79・80。








29. 山内（1995) P20o 
30. ディキシット（2000) p 1840 
31. Stigler (1973) p5. 
32. 日本経済新聞社（1996) p 158には，近年の酒販免許規制緩和の中で，シェアを拡大した
ディスカウントストア業界が，緩和慎重論に転じた動きが紹介されている。
33.伊丹（1992) p15。これは造船業に関する議論だが，伊丹は銀行業などでも同様の分析を
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